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XVIII. カザフスタン共和国 

＜要約＞ 

  概要 特徴 

１
．
市
場
環
境
の
特
徴 

○社会構造 

 総人口：1,864万人（2019年 IMF推計） 

○経済環境 

 一人当たり GDP：9,139ドル（2019年 IMF推計） 

 実質 GDP成長率：3.8%（2019年 IMF推計） 

 1ドル=381.2テンゲ/1テンゲ=0.28円（2019/12/31） 

２
．
金
融
制
度
概
要 

○銀行等の業態分類（機関数、総資産、根拠法）（2018年

12月 31日） 

 国内銀行（28、25兆 2,440億テンゲ、1995年銀行 

及び銀行業務法） 

○監督官庁：カザフスタン国立銀行（中央銀行）。ただし、

2020 年 1 月 1 日以降は金融市場および金融機関の規

制・監督庁（FMSA） 

○預金保険制度：あり（預金保険法に基づき 1,500万テン

ゲまで保証） 

 

 

○総資産、貸出・預金残高等の規模

においてHalyk Bank Kazakhstan

の存在感が大きい。 

○世界金融危機後の不良債権問題を

受け上位行同士の統合など再編が

進行。カザフスタン国立銀行は各

行に資本増強を求めている。 

○カザフスタン国立銀行を唯一の株

主とする株式会社カザフスタン預

金保険基金が、2006年 7月制定の

「預金保険法」に基づき預金保険

を提供している。一金融機関の預

金者一人当たりの預金保険限度額

は 1,500万テンゲ。 

３
．
カ
ズ
ポ
ス
ト
の
概
要 

○郵便貯金制度・経営形態 

 カズポスト（Kazpost JSC）が郵政事業主体である。 

 政府系ファンドのサムルーク・カジナ（Samruk-

Kazyna）が、カズポストの株式 100％を保有する唯

一の株主。 

 全国に 3,497の郵便局を有する（2018年末時点）。 

 資産総額は、944億テンゲ。 

 銀行業務提供の根拠法は、郵便法。 

 

 

○2016 年末時点でカズポストが有す

る全国 3,468 の営業拠点のうち、

64%に該当する 2,236 局は地方に

所在。都心部を中心に店舗を展開

する銀行とは異なり、地方部での

ネットワークに強みを有する。 

○今後、金融アクセスの少ない地方部

での金融サービス提供強化に力を

入れる方針。 
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○顧客基盤 

 金融ユニバーサル・サービスの提供義務は定められ

ていない（郵便はあり）。 

○主な商品 

 預金、送金、株式ブローカレージなど。 

４
．
金
融
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
リ
テ
ー
ル
金
融
機
関
の
特
徴 

○個人金融資産（2019年末） 

 預金取扱機関（depository organization）における 

個人預金残高 9.2兆テンゲ 

○銀行による個人向け貸出残高（2019年末） 

 総額：6.3兆テンゲ 

 

 

○個人金融サービスの歴史がまだ浅

く、人口が少ない地方では、金融機

関が依然として少ない。銀行は地

方に支店を開設しても採算が合わ

ないことが多いため、モバイルバ

ンキング等を活用する形での事業

展開を試みている。 

 

○個人の預金残高は右肩上がりで増

加。2000 年末時点の 883 億テン

ゲから、2019年末時点の 9.2兆テ

ンゲへと拡大している。外貨建て

預金の比率は、2019年末で 41.3%

である。 

 

５
．
最
近
の
金
融
動
向
と
今
後
の
展
望 

○マイクロファイナンス等 

 「マイクロファイナンス機関」（Microfinance 

Organization）は、カザフスタン国立銀行に登録され、

同行により監督されている（ただし、2020年 1月 1

日以降は金融市場および金融機関の規制・監督庁

（FMSA））。 

 カザフスタン政府は、小額貸付機関がマイクロファ

イナンス機関として 2016年 1月 1日までに NBKに

登録されることを義務付ける法律（The Law of the 

Republic of Kazakhstan, dated November 26, 2012, 

No.56-V）を 2012年 11月に制定した。2015年 2月

5 日時点で 18 だったマイクロファイナンス機関数

は、2018年末時点：157となっている。 
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○上場民営化 

 政府が策定した 2016～2020 年の包括的民営化計画

（The Comprehensive Privatization Plan for 2016–

2020）には、カズポストが含まれている。カズポス

トについては IPOによる民営化が予定されている。 

 

 

 

 

○カズポストの今後の動向 

・2017年 12月、今後 10年間の事業戦略となる「2027

年までのカズポストの発展戦略」を策定。同戦略で

は、カズポストの発展のための優先分野として、①デ

ジタル化の推進、②ｅコマースに対応する体制の構

築、③組織上の変革、の 3つが挙げられている。 

○これまでの上場民営化の主要な実

績は、石油パイプライン・水道管の

建設・メンテナンスのカズトラン

スオイル（KazTransOil）JSC（2012

年）、送電の KEGOK JSC（2014年）

の 2社に留まっている。2019年末

時点において、カズポストの IPO

は未実施である。 

 

○都市部においては、銀行（第 2層）

の支店網を通じた金融サービスへ

のアクセスが良好であるため、カ

ズポストの中心的な事業は郵便事

業になるとしている。また、都市部

ではｅコマースに対する需要の増

大が著しいことから、カズポスト

は、ｅコマースに対応する体制の

構築に重点的に取り組むとしてい

る。 

○一方、地方においては、カズポスト

は銀行（第 2 層）をはるかに上回

る拠点数（郵便局数）を有すること

から、この強みを活かして、幅広い

金融サービスを提供していくこと

が、カズポストの地方における中

心的な課題であるとしている。 

 


